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統計データ利活用センター
和歌山県内に「統計データ利活用センター」を設置し、ICTを活用して高度
なデータ解析を実現する統計ミクロデータの提供を行う。また、和歌山県と
協力し地方創生に貢献する取組を進めている。
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　2020年度の「日本における企業のDX調査」【株式会社日経BPコンサルティン
グ実施】によると、DX推進の障壁について、2年連続でトップだった「コスト」を
抜いて、「スキル・人材不足」が最も多くなる結果となり、DX加速を迫られている
ものの、人材育成が経営課題であることが浮き彫りになっています。関西広域連
合が今後取り組んでいく予定のデータ利活用セミナー等も、企業の人材不足・ス
キル不足の実情をきちんとデータ分析し仮設を立て、どういった施策にしあげ
ていくべきか！？　今こそEBPMを実践していければ。。とは思いつつも自信な
し。統計データ利活用センターさんにサポートいただきながら頑張ります！　
（Y・K）

編 集 後 記

わたしたちのまわりにはデータが溢れ、これらのビジネ
ス活用が話題となっている。膨大な情報の中から自社
に必要なものを見出し分析し、ビジネスモデルの変革
を実現する。このような新たな価値の発見に役立つ取
組を進めているのが、高度なデータ解析を実現する統
計ミクロデータのオンサイト利用などを推進する「統計
データ利活用センター」だ。

KANSAINOW ONfrom
ひとをみつける、ひととつながる
関西広域連合のビジネス情報紙

https://www.stat .go. jp/r ikatsuyou/
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f r o m  N O W  O N  K A N S A I

　近年データの価値や重要性は日々高まっている。特に統計ミクロデータ

の提供をはじめとする統計データの利活用は注目を浴びている。こうした

中、総務省統計局と独立行政法人統計センターは、2018年4月「統計デー

タ利活用センター」を和歌山県に開設した。「先進的なデータ利活用の推

進拠点として、統計データを活用して地方創生に貢献するために、統計

データ利活用センターが設置されました。データ利活用の事例を全国に展

開するに当たり、国と県が連携して様々なレベルでより効果的な情報発信

を行うため、また、地域を支援する意味も含め和歌山県データ利活用推進

センターも新しく設置されました」。そう語るのは同センター長の髙部勲さ

ん。データの収集作成と同様に大切なのは、それをどう活用するかだが、

ここでは、利活用の啓蒙に集中して取り組めるという。丸井美奈子主査も

「チームでいろいろな意見を取り入れてゼロから作り上げる仕事も多く、自

由度が高い」と語る。また利便性の高い立地が活動を精力的にしている。

「すぐ大阪や神戸に行けるのでフットワークも軽くなりました」と明石洋祐

センター長補佐。

　その活動は大きく3つ。まず高度な分析を実現するための「統計ミクロ

データの提供」。ポータルサイト「miripo」等を通じて利用申請し、オンサイ

ト施設等で利用できるようになっている。調査票情報の利用は公益性の高

い学術研究に限られるが、オーダーメード集計（有料）であれば、一定の要

件を満たせば営利目的でも利用が可能だ。

　2つめは「データサイエンス・EBPMに資する統計データ利活用推進・

支援」。EBPMとはデータをエビデンスにして政策立案をしていく取組をい

う。最近では自治体も既存データを使用するほうが効率的だと考えるよう

になってきており、特に和歌山県などがEBPMに関して進んだ取組を行っ

ている。

　開設から3年、まずは統計データ利活用センターを和歌山にどのように

定着させるかが引き続きのミッション。並行して地域が元気になるために、

和歌山からどう貢献できるかを考案中だ。この3年間で自治体やアカデミ

ア方面とは交流ができた。残るは産学官の「産」。現在はビジネスパーソン

向けセミナーを開催することで、間口を広げる努力をしている。今後の課題

はPRだと髙部さんはいう。「統計データを使いやすくするために、どのよう

に提供するか、またデータの存在を知らない人に向けてどう訴求していく

か。そのためにはデータにわかりやすいキャッチコピーをつけたり、使い

勝手を良くするために表の中身を組み替えたり工夫が必要。組み合わせ

(レシピ)を考え、どう料理していくか。今後はそうやって、関西の特徴を活

かしたレシピの発信をしていけるようになりたいですね」

　最近、「DX(デジタルトランスフォーメーション)」という言葉を頻繁に見

かける。DXとは、企業がデータやデジタル技術を活用し、組織やビジネス

モデルを変革し続け、価値提供の方法を抜本的に変えること。企業がもっ

とデータを活用できれば、新しい活路を見出すきっかけとなりDXにつなが

る。「国勢調査の統計データなどは、非常に細かい項目別に集計されてい

るので多様な分野に利用いただけます。実際に地図情報と併せて、マーケ

ティングなどに利用する企業も多くあります」

　そのひとつとして株式会社パスコの例がある。同社は人工衛星や航空

機などに搭載した各種センサによって収集した空間情報に、加工や解析を

施した空間情報サービスを提供する企業。国勢調査や商業統計、人口推

計データなどを収録したエリアマーケティングツール「Marke tP lanner 

GIS」をサービス提供している。利用者は人口の集計、自社の保有する顧

客情報の地図上への表示、レポートの作成、運転時間の計算、交通量把握

などが可能となる。「このような企業の事例を参考に、セミナーなども活用

し、地域の企業にデータ活用がもっと促進されるイメージを持ってもらうこ

と。それが統計データ利活用センターのミッションです」

　3つめは「統計データ利活用に関する人材育成」。データを分析し仮説を

立て、そこから戦略に結びつけられる人材を、企業内で育成すべきなの

か？ 育成する場合は、どんな役割を担う人材として設定するのか？　それ

とも外部のエキスパートに外注すべきだろうか。「たとえ外注するにしても

何もわからないで丸投げはよくないので、データ利活用に関して理解して

いる人が社内に必要です」。どういった人材をどう育成すべきか。人材の確

保、育成だけにそんなに多くの時間や経費を割くことが困難な中小企業の

場合、悩ましい課題だ。髙部さんは統計関係のアカデミアによる人材育成

のモデルケースがヒントになると言う。その頂点に立つのはデータサイエ

ンスを学び、何でもこなせるトップスター。これは外注でも構わない。育成

すべきはトップスターと一般社員の間に立ち、業務指示を翻訳する能力を

持った「棟梁」とも呼べる存在だ。「中小企業の人材育成は経年的におこな

う必要があり、育成計画を持つことも大切だと思います」。そのためにも今

後、関西広域連合と統計データ利活用センターは連携してセミナーの開催

を検討している。そこでは企業の取り組みレベルに沿った情報を発信して

いく。それが今後の地方行政や企業の発展へつながっていく。

価値創造につながる
先進的なデータ利活用の推進拠点。

行政が先陣を切り、 EBPMの推進、
エビデンスに基づく政策立案を。

DXの実現こそ、
多くの企業にとって経営課題。

企業に不可欠な、
データ活用人材育成を。

▲南海電鉄和歌山市駅に隣接した駅ビルにある。廊下をはさんで「和歌山県データ利活用推進セン
ター」が併設。連携協力しながら課題解決等に資するデータ利活用モデルの構築を目指している

▲ミクロデータ利用ポータルサイト（mir ipo）。ここからオンサイ
ト利用のほか、匿名データやオーダーメード集計の利用に関す
る情報、活用事例などを見ることができる

　https://www.e-stat.go.jp/microdata/

▲高い情報セキュリティが確保された環境で、ミクロデータを直接分析・利用できる専用室。オン
サイト内に設置されたPCを用いて、統計ミクロデータを使った研究分析を行うことができる

■企業のデータ収集及び活用の状況、海外との比較

■オンサイト利用の流れ

vol.02/2021.02

上の写真の紹介（右から）

総務省統計局 独立行政法人統計センター 統計データ利活用センター長 髙部 勲氏
総務省統計局 統計データ利活用センター センター長補佐 明石 洋祐氏
総務省統計局 統計データ利活用センター 主査 丸井 美奈子氏

デジタルデータの活用に関して、各国（日本、米国及びドイツ）の企業におけるデータ収集、データ蓄積、データ処理
（AIの適用を含む。）の導入状況をみると、日本においては、「導入済み」と回答した割合はいずれも２割程度である
一方で、米国及びドイツにおいては、データ収集については５割、データ蓄積については４割、データ処理について
は３割を超える企業が「導入済み」と回答していて、日本は遅れているのがわかる。
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（出典）総務省（2020）「データの流通環境等に関する消費者の意識に関する調査研究」
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